
宮城県有機ＪＡＳ認証取組拡大支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１ 県は、有機農業の取組を推進するため、予算の範囲内において、宮城県有機ＪＡＳ認

証取組拡大支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等

に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（交付対象等） 

第２ この補助金の交付対象となる事業内容、事業実施主体、補助対象経費及び補助率等は

別表のとおりとし、予算の範囲内において交付するものとする。ただし、算出された補助

金の金額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第３ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、別記様式第１号による

ものとし、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２  規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、

次のとおりとする。 

（１）事業計画書（別記様式第 1 号－１） 

（２）収支予算書（別記様式第１号－２） 

（３）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号－３） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

（交付の条件）  

第４ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。  

（１）補助事業の内容を変更しようとするときには、別記様式第２号により知事の承認を

受けること。ただし、別表に掲げる事業の重要な変更以外の軽微な変更にあっては、

この限りではない。 

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、別記様式第３号により知事の承

認を受けること。  

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、 

速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（実績報告）  

第５ 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は、別記様式第４号に

よるものとし、その提出期限は、補助事業が完了若しくは廃止の承認の日から起算して３

０日を経過した日又は交付の決定のあった日に属する県の会計年度の３月２０日のいず

れか早い日とする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類

は、次のとおりとする。 

（１）事業実績書（別記様式第１号－１） 

（２）収支精算書（別記様式第１号－２） 

（３）補助事業費の根拠となる資料（領収書の写し等） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 



（取組状況報告） 

第６ 知事は、必要に応じて補助事業者から補助事業実施後の状況等について報告を求め

ることができる。 

（補助金の交付方法）  

第７ 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただ

し、知事が、補助事業の遂行上必要と認めるときは、規則第１５条ただし書の規定により、

概算払により交付することができるものとし、その請求書の様式は、別記様式第５号によ

るものとする。 

（補助金の経理） 

第８ 補助事業者は、補助対象事業等に関する帳簿及び書類を備え付け、これを補助事業等

の完了又は廃止した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関して必要な事項は、別に定める。 

 

附 則  

１ この要綱は、令和４年８月２２日から施行し、令和４年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。  

 

附 則  

１ この要綱は、令和５年９月１１日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


